東広島市配食サービス事業業務委託
基本仕様書
東広島市健康福祉部地域包括ケア推進課
令和６年１２月

東広島市配食サービス事業業務委託基本仕様書
１　業務名

　　東広島市配食サービス事業

２　目的

　　６５歳以上のひとり暮らし高齢者（高齢者のみの世帯又はこれに準ずる世帯に属する者）又は身体障がい者で食事の調理が困難な者に対し、安全かつ栄養に配慮された食事を定期的に提供し、安否確認を行い、健康の維持及び増進を図りながら、高齢者及び身体障がい者が自立した在宅生活が送れるよう支援することを目的とする。

３　履行期間

　　令和7年4月1日から令和10年3月31日まで
４　履行場所

　　東広島市内全域

５　基本的事項

　　事業の実施に当たっては、食品衛生法（昭和22年法律第233号）、栄養士法（昭和22年法律第245号）、健康増進法（平成14年法律第103号）、調理師法（昭和33年法律第147号）、等の公衆衛生に関する法令等を遵守すること。

６　事業者に関する事項

(1) 利用者の人数やサービス内容からみて、業務が確実に行えるよう職員体制を整備すること。また急病等の緊急時に対応できるよう代替要員も確保しておくこと。

　(2)管理栄養士又は栄養士、調理部門責任者、調理師、調理作業員、配食部門責任者及び配達員が確保されていること。

　(3) サービスに関する要望・苦情受付を行う担当部署及び担当責任者を設置し、利用者に対しその連絡先を明確にしておくこと。また、利用者の意見を積極的に調査（配達時又は電話での聞き取り、アンケートの実施等）し、献立・味付け・配送等の要望・苦情に対する改善に努めること。

　(4) 火災、自然災害、食中毒、新型コロナウイルス感染症による営業停止など、利用者に食事を継続的に提供できない場合に備え、サービス提供に支障が生じないよう必要な措置が講じられていること。

　(5) 次の事項についての市内全域で統一したマニュアルを作成し、業務に支障を及ぼさない体制をとること。

① サービスの利用者及び家族に対するサービス内容の説明

　　② 調理、配食等の各部門別の業務分担、作業手順及び留意事項

　　③ 事故の発生等緊急時の対応

　　④ サービス利用者の安否に異常が認められた場合の対応

　　⑤ 実施したサービス内容等についての報告及び報告内容についての記録の保管

　(6) 利用者へのサービス提供に係る諸記録を利用者記録として、利用者別にファイルし、整備すること。ファイルはサービス完結後５年間保管すること。

　(7) 職員には定期的に健康診断を実施するようにし、その診断結果の記録については、５年以上保管すること。また、高齢者の心身の特性、実施するサービスのあり方、内容、在宅配食に関する知識、技術、作業手順等について適切な研修を行うこと。

　(8) 事業者の責に帰すべき事由に基づく事故が発生した場合は、速やかに利用者に対し損害賠償を行うこと。

　(9) 誇大広告等により、利用者に不当に期待を抱かせたり、それによって損害を与えることのないようにすること。

　(10) 事業者は、利用者及びその家族の個人情報保護に万全を期すものとし、正当な理由なくその業務に関して知り得た人の秘密を漏らしてはならない。委託契約終了後及び解除後も同様とする。

（11）本業務の全部又は一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ市に承諾を得た場合は、この限りではない。
(12) 事業者は、業務運営上の衛生的措置として、食品衛生法（昭和22年法律第233号）第50条に基づき厚生労働大臣が定めた基準を特に遵守すること。
７　サービス内容に関する事項

　(1) 管理栄養士又は栄養士が市内全域で統一した献立を作成し、献立表（１か月単位）を市及び利用者に事前に提示すること。また、エネルギー量、塩分等が表示されていること。

　(2) 変化に富んだ献立内容となるように努め、「日本人の食事摂取基準（2025年度版）」等を参考にエネルギー量や栄養素等について配慮すること。

　(3) 食事の配達過程においては、保冷設備のある運搬車を用いるなど、１０℃以下の適切な温度管理を行い配達し、配達時刻、保冷設備への搬入時刻及び保冷設備内温度の記録を行うこと。

　(4) 冷凍及びチルド状態での配食は禁止とする。

(5) 電子レンジに対応する容器等を完備し、容器形態は使い捨て又は回収可能なものであり、高齢者が使いやすいものとすること。また、利用者から容器を返却された場合は確実に回収し、害虫や異臭等の発生を防ぐよう努めること。
(6) 咀嚼機能が低下した人に対応した食事（主食はおかゆ又は軟飯、副食はきざみ食、軟菜食、ムース食等）が提供できること。エネルギーコントロール食、減塩食等の特別食の提供ができること。また、身体状況に応じて、利用者の要望に可能な限り対応すること。
　(7) 市からの依頼に基づき、サービス開始前に利用者宅を訪問等して心身・生活状況を確認し、利用者及び介護者等と協議して配食サービスの内容、配達時間、安否確認の方法及び緊急時の連絡先等を確認しておくこと。
　(8) 食事を提供する際には利用者本人への声掛けや手渡しにより、居宅における利用者の安否を確認し記録すること。ただし、利用者から不在日を特定した事前連絡があった場合に限り、あらかじめ利用者と取り決めた方法で受け渡すことを例外的に認める。その場合、保冷剤、保冷箱等を使用し、電話又は再訪問により当日中に安否確認を行うとともに、早く食べるよう促すこと。
(9) 安否確認できない場合や異常を発見した場合には、緊急連絡先又は市へ連絡するなど即座に対応し、状況を記録しておくこと。
　(10) 食事の配達時間は、昼食は午前９時００分から正午まで、夕食は午後１時００分から午後６時００分の間とし、配送時は適切な温度管理等、細菌の増殖の防止に関する措置を徹底すること。ただし、夕食の利用者が午前9時００分から正午までの昼食の配達時間帯の配達に同意し、衛生管理を徹底する場合においては、昼食の配達時間帯での配達も可能とする。配達時間を変更する場合は、事業者は利用者からの同意書（任意様式）を本市に提出すること。
　(11)保健所等の監督官庁の指導を遵守するとともに、衛生規則を定め集団給食施設としての衛生管理を徹底し、食中毒の防止に万全を期すこと。「大量調理施設衛生管理マニュアル」に準じ、必要な体制をとること。

　(12) 利用者が、届いた食事を喫食まで冷蔵庫で保管し、早めに喫食するとともに、残飯を放置しないよう、利用者に周知徹底すること。特に、翌日が実施日でないときは注意すること。

　(13) 配達中に事業者に事故等が発生した場合には、市及び緊急連絡先等へ連絡するなど即座に対応し、配達業務に支障を及ぼさない体制をとること。
８　利用料及び契約単価（委託料）に関する事項

(1) 利用料は１食当たりの弁当代金相当額（消費税及び地方消費税８％を含む。）とし、事業者において集金・口座引き落とし・振込等の方法により利用者から徴収すること。
（2）委託料は１食当たりの契約単価（委託料）（消費税及び地方消費税１０％を含む。）に履行数量（食数）を乗じた額を市に請求すること。請求は１か月単位とし、当該月分の請求書、実施状況等報告書及び利用者ごとの実施確認票を翌月の１０日までに提出すること。

　(3) 本委託は、部分払金を次のとおり請求できるものとする。

	履行区分
	支払金額
	支払種別

	４月から２月までの各月履行分
	契約単価に履行数量を乗じ合計して計算した額
	部分払（部分引渡し）

	３月履行分
	
	完了払


(4) 部分払金を請求しようとするときは、当該履行区分の履行報告を行っていなければならない。
(5) 発注限度額は、市の予算の範囲内とする。
(6) 消費税法（昭和63年法律第108号）及び地方税法（昭和25年法律第226号）の改正による改正後の消費税率及び地方消費税率が適用されることとなる業務履行分については、その相当額分について契約締結後の適当な時期に協議により契約金額の変更を行う。
９　その他の事項

　(1) 週当たりの提供回数は、利用者1人につき、月曜日から土曜日（祝日※を含む）の間で、週１回から６回までとし、利用者が選択した昼食又は夕食（１日１食）を、利用者ごとに配達するものとする。

　　　※祝日の定義：国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日
　(2) 配食の中止、停止、変更又は追加は、実施日の前日（サービスを実施しない日にあたる場合は、その直前のサービス実施日）の午後３時００分までに連絡があれば対応すること。

　(3) 上記(2)の時刻を過ぎての配食の中止・停止の連絡、配達時の利用者の不在により食事が食されなかった場合は、事業者は利用者と市に対し負担額を請求できるものとする。
　(4) 事業者は、年に数回、本業務委託に関する市からの通知文等を、食事の配達時に利用者に配布するものとする。また、事業者は、利用者からの請求に応じ、利用者が市に提出すべき書類を利用者に代わって提出するものとする。 
(5) 利用者から配食の中止（短期間、中止期間が分かるものを除く。）、停止、変更及び追加等の希望を受けた場合は、市に連絡すること。

(6) 年末年始に配達可能日がある場合は、実施について別途協議する。

(7) 事業者が本業務を適正に実施しているかを確認するため、市は本業務委託に関する検査を行う場合があるため、留意すること。
10　利用者数及び食数
　　令和5年度における利用者数及び年間利用食数は次のとおりである。
	地　域
	令和6年3月の

利用登録者数（人)
	年間利用食数（食）

	西条町
	57
	

	八本松町
	27
	

	志和町
	24
	

	高屋町
	30
	

	黒瀬町
	24
	

	福富町
	3
	

	豊栄町
	12
	

	河内町
	13
	

	安芸津町
	46
	

	合計
	236
	44,575
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